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要　旨

建物の破壊を考慮した既存の土石流の数値シミュレーションでは，個々の建

物の強度の違いは考慮されていない．そこで，精度良く建物の破壊・非破壊を

予測するために，個別要素法による建物倒壊解析モデルwallstat（2010）を用

いて様々な構造条件と土石流応力条件で建物の破壊解析を行い，土石流による

建物破壊応力と建物構造条件との関係を明らかにした．また，建物の経年劣化

による地震耐力の低下特性を参考にして土石流による建物破壊応力の経年変化

も考慮した建物破壊モデルを土石流の数値シミュレーションモデルである

iRIC-Morpho2DHに導入した．さらに，国土交通省都市局が有する個々の建物

の築年数や構造条件を考慮した建物破壊条件を用いて土石流の数値シミュレー

ションを実施し，建物の全壊・部分破壊・非破壊の判定を行った．

《キーワード： i R I C - M o r p h o 2 D H；土石流；建物の破壊；建物破壊応力； 

数値シミュレーション》
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1．はじめに

2024年の線状降水帯の南下による石川県，2022年の停滞前線による新潟県，2018年の西日本豪雨の時

の広島県など，降雨強度が強い雨によって発生する表層崩壊に起因した土石流・泥流による土砂災害が

毎年のように発生している．今後，地球温暖化に伴い気象特性が極端化することが予想されており1)，

表層崩壊に起因した土石流・泥流の発生回数は増加することが予想される．そのため，土石流・泥流か

ら市民の生命と財産を守るためには，宅地内の土石流の氾濫範囲や流動特性などを，ハード・ソフト対

策を検討するために必要な精度で評価することが重要となる．宅地内の土石流は，建物の存在や道路形

状の影響を強く受ける．しかし，土砂災害のハザードマップである土砂災害警戒区域の平面形状は，地

形情報のみを用いて決定しているため，実際の土石流の氾濫範囲と大きく乖離していることがある．特

に，建物の破壊・損傷のリスクが高い領域である土砂災害特別警戒区域は，小さめに評価（危険側に評

価）されていることが多く，早急な改善が必要な状況となっている．

土石流・泥流による建物の破壊・損傷の予測については，中本・竹林・宮田・藤田2)によってiRIC-

Morpho2DH3)による土石流の数値シミュレーションによって検討されている．中本・竹林・宮田・

藤田2)の検討では，2014年に広島市安佐南区八木三丁目で発生した土石流によって全壊・半壊となった

家屋の空間分布を予測している．しかし，中本・竹林・宮田・藤田2)の予測方法では，個々の建物の強

度の違いは考慮されていない．例えば，建物の強度は建設年代で大きく異なっており，個々の建物の強

度の違いによって建物の破壊・非破壊の判定結果が異なるとともに，土石流の氾濫範囲も影響を受ける．

そこで，精度良く建物の破壊・非破壊を予測するために，個別要素法による建物倒壊解析モデルwallstat

（2014）4)を用いて様々な構造条件と土石流応力条件で建物の破壊解析を行い，土石流による建物破壊応

力と建物構造条件との関係を明らかにする．また，建物の経年劣化による地震耐力の低下特性を参考に

して土石流による建物破壊応力の経年変化も考慮した建物破壊モデルを土石流の数値シミュレーション

モデルであるiRIC-Morpho2DH3)に導入する．さらに，国土交通省都市局が有する個々の建物の築年数

や構造条件を考慮した建物破壊条件を用いて土石流の数値シミュレーションを実施し，建物の全壊・部

分破壊・非破壊の判定を行った．

2．土石流外力に対する建物耐力の検討方法

図1に土石流外力に対する建物耐力（建物破

壊限界応力）の検討の流れを示す．建物の特性

と建物への土石流外力に対する耐力の関係の検

討のため，表1に示すように，築年代などが異

なる8パターンの三次元木造建物モデルを構築

し，それらモデルに対して544パターンの土石

流外力を与えて計4532ケースの時刻歴応答解析

（パラメトリックスタディ）を実施する．次に，

パラメトリックスタディの結果を統計分析する

ことにより，土石流外力に対する建物耐力の設

定方法（以降，倒壊判定ロジックと呼ぶ）を策

定する．最後に，2014年の広島市安佐南区八木

三丁目で発生した土石流を対象に倒壊判定ロジ

ックを組み込んだシミュレーションを実施し，

実被害が再現できるかを検証する．

図1　土石流外力に対する建物耐力の検討の流れ
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図2に，2014年に発生した土石流によって被災した広島市安佐南区八木三丁目の被災前（2014年3月）

と被災後（2014年10月）のGoogle Earthによる衛星写真を示す．図2に示すように，2014年3月の写真中

央付近の存在していた多くの木造家屋が土石流によって破壊されたことがわかる．一方，破壊された木

造家屋の東西に位置するオレンジ色の屋根の建物は，図3に示す鉄筋コンクリート構造の県営住宅であ

る．図3に示す県営住宅の棟は，県営住宅の中で最上流に位置しており，土石流が衝突したことにより，

窓ガラスが破壊されるとともに外壁の一部が被災している． 

表1　パラメトリックスタディの検討ケース

（a）被災前（2014年3月）　　　　　　　　　　（b）被災後（2014年10月）

図2　2014年の広島市安佐南区八木三丁目で発生した土石流による木造家屋の破壊（Google Earth）
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図3　土石流が衝突した鉄筋コンクリート構造の県営住宅

（a）被災前（Google Earth）

（b）被災後（アジア航測撮影）

図4　2021年に発生した泥流によって建物が破壊された熱海市逢初川流域



― 115 ―

しかし，建物の主構造部は損傷していない．図4に，2021年に発生した泥流によって被災した熱海市

逢初川流域の被災前と被災後の様子を示す．多くの建物が破壊・流失しているが，カタカナで表示して

いる3つの建物は泥流流下後の残存していた．図5に示すように，これらの建物は鉄筋コンクリート構

造の建物である．以上より，建物に作用する土石流・泥流応力は，木造家屋は破壊するが，鉄筋コンク

リート構造の建物を破壊するほど大きくないことがわかる．そのため，本研究では，木造建物の土石流

外力に対する耐力を中心にして検討する．

土石流による建物被害パターンは複数存在するが，本研究における倒壊判定ロジックにおいては，「a．
非倒壊：建物の損傷の有無に関わらず，建物全体が土石流をせき止める壁として機能し続ける」，「b．
倒壊：建物全体が崩壊し，土石流をせき止められなくなる」の2パターンのみを考慮する．

図5　泥流が衝突した鉄筋コンクリート構造の建物

図6　在来軸組工法2階建ての建物モデル
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図6に示す現行設計基準にて求められている耐力（耐震等級1相当）を持つ在来軸組工法2階建ての建

物モデルを基本とし，築年代や面外荷重に対する開口低減率による耐力のばらつきを考慮する．建物モ

デルの間取り・平面形状については，木造住宅の実物大振動実験の試験体5)を参考に作成する．

築年代については，建物の諸元による耐力の違いについて検討されている既往文献6)を参考に，4パタ

ーン（表 1中のB1～B4）を想定する．耐力の違いは，建物の形状や壁配置を極力変えず，壁・筋交い・

接合部のばね要素等に与える特性を変化させることで表現する．建物モデルに水平に重力加速度をかけ

て求めた荷重変形曲線を図7に示す． 

開口低減率については，既往の文献7)を参考に，0.7倍と0.9倍の2パターンを考慮する．

地震応答解析時によく用いられている中川4)のモデルを基本とし，土石流外力を受けた時の挙動を表

現するため，以下の変更を加えている．

1.　�柱の梁要素を階の途中で分割し，土石流外力がかかる高さの変化を考慮できるようにする．

2.　�非耐力壁（面内方向に対する耐力がゼロの壁）を含め，壁が面外の外力を受けるようにする．土

石流外力の大きさは，受圧面の面積，および壁面と流れの向きの対応により変動させる．壁面が

受ける力は，壁面外周の柱・梁の節点に等分配して作用させる．

図7　建物モデルに水平に重力加速度をかけて求めた荷重変形曲線

図8　土石流外力の設定方法
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3.　�開口部の形状は作成せず，開口低減率7)により土石流外力を変動させることで開口の大小を考慮

する．開口低減率は建物全体で一つの値とする．

4.　�壁面外方向の耐力を設定しておき，各壁が受ける土石流外力が閾値を超えたら壁が抜けると仮定

する．閾値については，木造建物の壁に対する面外加力試験結果8)を参考に，a) 筋かい無(非耐力

壁)=25kN，b) 片筋かい=40kN，c) たすき筋かい=50kNと設定する. 
5.　�壁が抜けた後は，柱だけで外力を負担するようになると仮定し，土石流外力を0.1倍に低減する．

この倍率は，図6の赤破線で示す1階構面の全体幅に対する柱の合計幅の比率を参考に設定した数

値である. 

倒壊判定ロジック構築のためのパラメトリックスタディ時における土石流外力の設定方針を図8に示

す．まず，時々刻々得られる土石流の流速や深さ等の情報を用いて単位幅あたりの力Fhを求める．その

後，Fhに開口低減率・幅をかけ，さらに壁抜け後については壁抜け後の低減率をかけた値を土石流外力

として建物に作用させる．

最大流動深と流速の組み合わせで17パターン，土石流外力の時間変化として立ち上がり時間や残留の

大きさ（図中のピーク倍率α）を変えた4パターン，さらに，土石流外力の作用方向を8方向想定するこ

とで合計544パターンの外力を想定する．

3．木造建物耐力の検討結果

3. 1 土石流外力をうける建物の挙動

図9に木造建物に土石流外力を作用させた場合のシミュレーション結果の例を示す．この条件では，

最初に壁が抜けることにより壁に作用していた土石流外力が建物に作用しなくなるため，建物に作用す

る土石流外力が一度下がり，再び建物に作用する外力が大きくなり，接合部・壁・筋交い等の破壊が発

生し，建物は倒壊に至った．本研究では，建物が土石流をせき止められるかどうかに着目するため，木

造建物が自重で倒れ始める目安である層間変形角1/39)を倒壊の閾値に設定した．今回の解析条件では，

多くのケースにて壁が最初に抜ける結果となった．

図9　木造建物に土石流外力を作用させた場合のシミュレーション結果の例
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3. 2 建物の条件による耐力の違い

図10にパラメトリックスタディにより得られた建物に作用する水平力と層間変形角の関係を示す．

Fhに建物1辺の横幅7.28mと壁抜け後の低減率0.1倍をかけた値である「建屋に作用する水平力」を図の

横軸としている．縦軸は，層の最大応答層間変形角を倒壊の閾値1/3で割った値である．築年代・ピー

ク倍率で分けてプロットしており，各分類のデータに対して累積対数正規分布でフィッティングした曲

線も重ね描いている．残留の土石流外力が小さい（ピーク倍率が大きい）ケースでは，層間変形角が大

きくなる前に土石流外力が小さくなることで倒壊しにくい結果となっていた．逆に残留の土石流外力が

大きい（ピーク倍率が小さい）ケースでは，静的な加力を受け続けた場合に近い状況となるため，倒壊

しやすくなっていた．

図10　建物に作用する水平力と層間変形角の関係

図11　倒壊判定ロジック
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4．倒壊判定ロジック

「3．木造建物耐力の検討結果」を踏まえて設定した倒壊判定ロジックを図11に示す．土石流シミュレ

ーションに用いるiRIC Morpho2DH3)への導入を考え，外部入力された構造種別ごとの建物に対する基本耐

力の数値を建物の条件に応じて変化させている．また，現状では各計算ステップにおける瞬間の外力値し

か使用出来ず，ピーク倍率による区別が出来なかった．そのため，建物が壊れやすい安全側の設定となる

ピーク倍率1倍のケースをもとにロジックを構築した．

まず，構造種別を判断し，木造の時だけ倒壊する可能性があるとみなし，築年代に応じて建物耐力を変

化させた．変化率については，建築年代B3を基準とし，図10赤枠に示す累積対数正規分布の平均値を基

に設定した．築年代が1958年以前か不明な場合，安全側の評価結果になるように耐力を低めに設定した．

5．数値シミュレーションによる個々の建物強度を考慮した土石流による建物の破壊・非破壊予測

2014年広島市安佐南区八木三丁目で発生した土石流災害を対象として，上述の倒壊判定ロジックを

iRIC-Morpho2DH3)に組み込んで土石流の数値シミュレーションを実施した．建物の配置・平面形状・

構造種別はPLATEAU10)より取得し，築年代については撮影時期の異なる航空写真を基に建物の有無を

確認することで判読した．

図12に解析結果を示す．実被害の調査結果は中本ら2)による結果を用いている．図中の「部分倒壊」は，

建屋の一部のみが倒壊または流出したことを示している．また，図中の「計算結果（建屋毎に集計）」は，

各建物に含まれる計算メッシュの内，一つでも倒壊判定となったものがあれば「部分倒壊」とし，全て

のメッシュが倒壊判定の場合は「全倒壊」として建物ごとに破壊状況を集計しなおした結果である．解

析結果と実被害の結果を比較すると，破壊した建物の場所はある程度再現できている．しかし，現地で

は全倒壊と判断されている建物について，解析ではほとんどのメッシュが倒壊となっているが数メッシ

ュが非倒壊だったため部分倒壊と判断されている建物がある．これは，全倒壊の判断基準による影響が

最も大きいと思われる．つまり，建物を9メッシュで表現し，8メッシュが破壊されて1メッシュが非破

壊であった場合，1メッシュ分の部材では建物が自立できない場合であっても部分倒壊と判断されるた

めである．この点については，様々な破壊状況を想定し，今後検討を行う．

また，現地で全倒壊した建物下流側の非倒壊の建物の一部において，解析では部分倒壊と判断されて

いる．これは，倒壊した建物の部材による土石流の遮蔽が考慮されていないためと考えられる．これに

ついても今後の検討が必要である．なお，今回の研究では，木造の基本耐力（図11中のFyb）を

500kN/mとしたが，この物理的根拠については今後検証していく必要がある．

図12	 2014年に広島市安佐南区八木三丁目で発生した土石流による家屋の倒壊・非倒壊の数値シミュ

レーション

【被害調査結果】

倒壊・非倒壊凡例

非倒壊

部分倒壊

全倒壊

【計算結果（建屋毎に集計）】 【計算結果（メッシュ毎）】

倒壊・非倒壊凡例

非倒壊

倒壊

倒壊・非倒壊凡例

非倒壊

部分倒壊

全倒壊

【構造種別・築年代】

建物構造凡例

鉄筋コンクリート

木造

※黒い部分
は氾濫範囲



― 120 ―

図13（a）個々の建物強度を考慮した土石流による建物の破壊・非破壊モデルのチュートリアル
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図13（b）個々の建物強度を考慮した土石流による建物の破壊・非破壊モデルのチュートリアル
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6． �iRIC-Morpho2DHによる個々の建物強度を考慮した土石流による建物の破壊・非破壊シミュレ

ーションのチュートリアル

iRIC-Morpho2DH3)で個々の建物強度を考慮した土石流による建物の破壊・非破壊モデルを利用でき

るようになったため，図13に示すような使用方法に関するチュートリアルを作成した．

7．おわりに

本研究では，個々の建物の強度を考慮した土石流による建物の破壊・非破壊予測モデルを構築した．

以下に得られた成果をまとめる．

1.　�個別要素法による建物倒壊解析モデルwallstat（2010）4)を用いて様々な構造条件と土石流応力条件

で建物の破壊解析を行い，土石流による建物破壊応力と建物構造条件との関係を明らかにした．

2.　�建物の経年劣化による地震耐力の低下特性を参考にして土石流による建物破壊応力の経年変化も

考慮した建物破壊モデルを土石流の数値シミュレーションモデルであるiRIC-Morpho2DH3)に導入

した．

3.　�国土交通省都市局が有する個々の建物の築年数や構造条件を考慮した建物破壊条件を用いて土石

流の数値シミュレーションを実施し，建物の全壊・部分破壊・非破壊の判定を行った．
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株式会社構造計画研究所及び株式会社ウエスコには，解析モデルの構築及び解析結果のデータ整理等

で多くのサポートを頂いた．ここに記して感謝致します．

図13（c）個々の建物強度を考慮した土石流による建物の破壊・非破壊モデルのチュートリアル
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